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前 書 き 

 

我が国では、犯罪者のうち約３割を占める再犯者によって、総犯罪件数の約６割の犯罪が行われ、また、

受刑者数は近年減少傾向にあるものの、入所受刑者に占める入所度数が２度目以上のいわゆる再入受刑者

の割合は上昇の一途をたどり、平成 24年には入所受刑者の約６割を占めるまでになっているなど、再犯防

止が重要な政策課題となっている。 

刑務所出所者等の再犯については、不安定な就労や居住環境等の生活基盤の脆弱性が大きな要因の一つ

とされており、また、出所等年を含む２年間が刑務所等への再入所率が最も高い時期となっている。この

ようなことから、刑務所等における施設内処遇から出所等後の社会内処遇への継続性と一貫性を保ちつつ、

改善更生を促し、刑務所出所者等の生活基盤を整えて円滑な社会生活への移行を促進する社会復帰支援対

策は、再犯防止を図る上で極めて重要な取組とされている。 

政府では、これまで犯罪対策閣僚会議を随時開催し、総合的な犯罪対策を推進してきたところであるが、

以上のような再犯防止対策の重要性に鑑み、平成 24年７月の犯罪対策閣僚会議において、「再犯防止に向

けた総合対策」を策定し、この中で、刑務所出所者等の社会復帰支援の具体策として、就労の確保、住居

等の確保、満期釈放者等に対する支援の充実・強化等の取組を着実に推進することとしている。 

さらに、犯罪対策閣僚会議において、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を控えた今後７年

間を視野に、犯罪を更に減少させ、国民の治安に対する信頼感を醸成し、「世界一安全な国、日本」を実現

することを目標として、「「世界一安全な日本」創造戦略」を策定し、同戦略は、平成 25年 12月 10日に閣

議決定された。同戦略においても、「犯罪の繰り返しを食い止める再犯防止対策の推進」を重点施策の一つ

に位置付け、この中で、刑務所出所者等について、就労支援の推進、行き場のない者の住居の確保の推進、

高齢又は障害により福祉の支援が必要な者に対する取組の推進、満期釈放者等に対する指導及び支援の充

実強化等の社会復帰支援対策に、今後、積極的に取り組んでいくこととしている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、刑務所出所者等への実効性のある社会復帰支援対

策を推進し、もって再犯防止を図る観点から、関係機関における刑務所出所者等に対する就労支援、住居

確保及び福祉的な支援並びに満期釈放者等に対する指導・支援の取組の実施状況等を調査し、「「世界一安

全な日本」創造戦略」に示された方針に沿った社会復帰支援対策に係る関係行政の改善に資するために実

施したものである。  
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